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1) Frankel, J. A. & Romer, D. (1999), “Does Trade Cause Growth?”, The American Economic





 国家競争力ランクと GDP の因果関係
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2) IMD World Competitiveness Year Book, 19952009.













GDP にも強く影響を及ぼす。例えば、日本では輸出高が GDP の４割、ア
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表１－１ アジア・太平洋州国の世界における総合競争カランクの推移
1997 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09
Australia 15 12 11 11 12 10 7 4 9 6 12 7 7
China Mainland 27 21 29 24 26 28 27 22 29 18 15 17 20
Hong Kong 3 5 6 9 4 13 10 6 2 2 3 3 2
India 41 38 42 41 42 41 42 30 33 27 27 29 30
Indonesia 38 40 47 43 46 47 49 49 50 52 54 51 42
Japan 17 20 24 21 23 27 24 21 19 16 24 22 17
Korea 30 36 41 29 29 29 32 31 27 32 29 31 27
Malaysia 14 19 28 26 28 24 21 16 26 22 23 19 18
New Zealand 11 17 17 20 21 18 16 18 16 21 19 18 15
Philippines 29 32 31 35 39 40 41 43 40 42 45 40 43
Singapore 2 2 2 2 3 8 4 2 3 3 2 2 3
Taiwan 18 14 15 17 16 20 17 12 11 17 18 13 23
Thailand 31 41 36 31 34 31 28 26 25 29 33 27 26
注）調査対象国数は、199798年に46カ国、992000年に47カ国、0102年に49カ国、
03年05年に51カ国、06年に53カ国、0708年に55カ国、09年に57カ国。
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出所）IMD World Competitiveness Yearbook, 19952009. Euromonitor Passport World
Market Research On Line Data 19952009 より、アジア太平洋州の国々を選
出。






 12カ国における GDP の推計式と変数間の考察
Ⅲ－１ データ利用要件












なお、計12カ国の GDP 集計値が GDP モデル式に一致しているかどうか
を検証して、それが一致していれば、広域自由貿易協定が成果を生む可能性
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4) GDPの推計に必要な貿易データは、World Trade Organization Statistics database、GDP
データは、Main Economic Indicators November 2009 (OECD) および National Sources、
対外・対内直接投資データは、IMD World Competitiveness Yearbook, 19952009、政府
支出額と年貯蓄額は Euromonitor Passport World Market Research On Line Data、から
1997年～2008年の時系列数値を得て、各種変数に合わせて加工し、入力した。なお、
サンプルとなった12カ国の2008年における世界 GDP への寄与率は、23.8％を占める
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5) Keynes, J. M. (1936), General Theory of Employment, Interest and Money, Mariner Books.
(塩野谷九十九訳(1941)『雇用・利子および貨幣の一般理論』東洋経済新報社。
6) ケインズの一般理論は短期の経済成長を唱えるが、ハロッド＝ドーマーは長期の経済
成長理論を提示したといえる。詳しくは、Harrod, R. F. (1948), Towards a Dynamic
Economics, Macmillian.（高橋長太郎・鈴木諒一訳『動態経済学序説』有斐閣）および、



















































































12カ国の GDP の推計とはいえ、輸出と対内直接投資が GDP へ正の効果を
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表１－４は、各種 GDP 構成変数が GDP とどれだけ純然たる相関関係を
持つかを示す。ASEAN 原５カ国と非 ASEAN ７カ国の偏相関係数から、両
国家群で GDP 構成変数の GDP への影響要因に大きな違いが見られる。例
えば、ASEAN では、非 ASEAN と比べて GDP に対する正の影響が相当強
い。年貯蓄額、政府支出額、サービスの輸出額、対内直接投資フローおよび
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器としつつ、グローバル戦略の展開を加速度的に推進したため、国の競争優位を超越
した立地戦略も展開された。また、アジア系企業の中からも、三星電子のように、バー
ノン (Vernon, R. : 1966) が唱えたプロダクト・ライフサイクル論を超越して世界市
場に参入してきたケースが増えている。対外および対内の直接投資の集計値ではこう
した意図は捉えきれない。
めにより重要なのは、ASEAN と非 ASEAN という違いが年貯蓄額、財の輸
出額、対内直接投資残高、対外直接投資フローの面で GDP 貢献度に違いを
生じた点である。
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表１－４ GDP構成変数と GDPとの偏相関係数；部門比較
地 域 国家競争力ランキング １人当たり GDP 実質経済成長率
ASEAN 非ASEAN 高ランク 低ランク 高 低 高 低
年貯蓄額 0.725*** 0.488*** 0.893*** 0.313*** 0.483*** 0.238*** 0.341*** (－).040
































































































0.275*** .097 0.409*** 0.559*** 0.270**
N＝44 N＝89 N＝80 N＝53 N＝88 N＝85 N＝72 N＝81
注記）* 有意水準５％未満で統計的に有意
** １％未満、*** 0.1％未満
出所）IMD World Competitiveness Yearbook, 19952009. Euromonitor Passport World Market
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表１－５ GDP構成変数の対 GDP影響度に関する ASEAN ５カ国と
非 ASEAN での差異
地域間の有意差 差の大きさ
十分有＝◎、有＝○ 地域の順位 国家競争力順位 第１位の群
年貯蓄額 ◎ 第２位 第１位 国家競争力
国内消費高 × 第３位 第１位 国家競争力
政府支出額 ◎ 第３位 第１位 国家競争力
財の輸出額 ◎ 第２位 第４位 経済成長率








◎ 第１位 第４位 地域
対外直接投資
残高
◎ 第３位 第２位 経済成長率
対内直接投資
残高
○ 第２位 ◎第１位 国家競争力
対外直接投資
フロー
◎ 第２位 第３位 経済成長率
対内直接投資
フロー
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対象国家群を ASEAN 原５カ国以外に、国家競争力ランクに従って、非
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図１－１ 仮説１要件３＆仮説３の検証フレームワーク
直接投資と貿易と消費で想定される因果関係





































対 GDP 対内直接投資残高比率への影響度に関する ASEAN と非 ASEAN 上
位国との差異は、貯蓄性向、対 GDP 輸出比率、対 GDP 輸入比率、対 GDP
対外直接投資フロー比率、対 GDP 対内直接投資フロー比率という５つの独
立変数によって大きく示現される。同様に、ASEAN と非 ASEAN 下位国と
の差異は、国内消費性向、対 GDP 対外直接投資残高比率で明確となる。ゆ
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国内消費性向 .165 .235 .129 1.686 .382 .114 .160 .148 .208
貯蓄性向 .290 .352 .102 1.790 .183 .173 .098 .376 .128
対 GDP輸出比率 .289 .008 .284 3.220 .004 .363 .068 .626 .071
対 GDP輸入比率 .059 .521 .070 3.550 .003 .371 .004 .976 .004
対 GDP対外直接
投資残高比率
1.042 .000 .868 .680 .000 .708 1.638 .004 .396
対 GDP対外直接
投資フロー比率 
1.358 .000 .387 1.217 .330 .127 4.201 .012 .354
対 GDP対内直接
投資フロー比率





えに、７つの独立変数すべてにわたり、ASEAN は非 ASEAN 上位国家群か、
同下位群のいずれかと違う結果が導かれる。ゆえに、仮説１の要件３と仮説
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固有値
関数 固有値 分散の％ 累積％ 正準関数
1 4.003 94.4 94.4 .894
2 .238 5.6 100.0 .439
表１－８ 非ASEAN ランク上位国 FDI ストック度ランク＝１～３に関する
正準判別分析
wilks のラムダ
関数の検定 wilksのラムダ カイ２乗 自由度 有意確率
１から２まで .161 101.216 8 .000





















関数 固有値 分散の％ 累積％ 正準関数
1 .415 67.2 67.2 .541




関数の検定 wilksのラムダ カイ２乗 自由度 有意確率
１から２まで .588 24.166 8 .002































アジア広域 FTA を活用する余地は広がっており、FTA が進展すれば、アジ
アの市場性と国家競争力ひいては産業競争力もいっそう魅力を増すと期待さ
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固有値
関数 固有値 分散の％ 累積％ 正準関数
1 1.978 90.5 90.5 .815
2 .208 9.5 100.0 .415
表１－９ 非 ASEAN ランク下位国 FDI ストック度ランク＝３～５に
関する正準判別分析
wilks のラムダ
関数の検定 wilksのラムダ カイ２乗 自由度 有意確率
１から２まで .278 56.981 8 .000
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